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第8章 環境の保全のための措置 

 

本事業の実施に当たっての各項目の環境保全措置は、表 8-1 に示すとおりである。 

 

表 8-1(1) 環境保全措置 

項 目 環境保全措置 

大
気
質 

工
事
の
実
施 

【建設機械の稼働】 

・排出ガス対策型建設機械の採用により、建設機械から発生する大気汚染物質の低減に努

める。 

・必要に応じて仮囲い等を設置することにより、大気汚染物質による影響低減に努める。 

・工事工程を調整し、建設機械の集中稼働を避けることにより、大気汚染物質の発生抑制

に努める。 

・建設機械の稼働においては、アイドリングストップの励行や高負荷運転の抑制等の効率

的な稼働を行い、大気汚染物質の発生抑制及び低減に努める。 

・建設機械の点検・整備を行い、建設機械から発生する大気汚染物質の低減に努める。 

 

【工事用車両の走行】 

・工事用車両の走行ルートの分散や適切な車両運行管理による工事用車両の集中化の回避

を行い、工事用車両の走行による大気汚染物質の低減に努める。 

・工事用車両の走行においては、アイドリングストップの励行及び規制速度遵守の指導を

徹底し、大気汚染物質の発生抑制及び低減に努める。 

 

【切土工等又は既存の工作物の除去】 

・必要に応じて仮囲い等を設置することにより、粉じん等の飛散防止に努める。 

・工事用車両の荷台を防じんシートで覆うことにより、粉じん等の発生抑制や飛散防止に

努める。 

騒 

音 

工
事
の
実
施 

【建設機械の稼働】 

・低騒音型建設機械の採用により、建設機械から発生する騒音の低減に努める。 

・必要に応じて仮囲い等を設置することにより、騒音の伝搬経路における騒音の低減に努

める。 

・工事工程を調整し、建設機械の集中稼働を避けることにより、騒音の発生抑制に努める。 

・建設機械の稼働においては、アイドリングストップの励行や高負荷運転の抑制等の効率

的な稼働を行い、騒音の発生抑制及び低減に努める。 

・建設機械の点検・整備を行い、建設機械から発生する騒音の低減に努める。 

・資材の取り扱いの指導を徹底することにより、騒音の発生抑制に努める。 

 

【工事用車両の走行】 

・工事用車両の走行ルートの分散や適切な車両運行管理による工事用車両の集中化の回避

を行い、工事用車両の走行による騒音の低減に努める。 

・工事用車両の走行においては、アイドリングストップの励行及び規制速度遵守の指導を

徹底し、騒音の発生抑制及び低減に努める。 

施
設
の
供
用 

【路面電車の走行】 

・軌道構造においては、バラスト軌道及び樹脂固定軌道を必要に応じて採用し、路面電車

の走行より発生する騒音の低減に努める。 

・高架部にはレールレベルから 2m の遮音壁を設置し、伝搬経路における騒音の低減に努

める。 

・高架部の鋼桁については、振動を低減させる制振材を設置し、桁の振動に起因する騒音

の低減に努める。 

・車輪、車両及び軌道の整備等の保守作業を適切に実施し、騒音の発生抑制に努める。 
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表 8-1(2) 環境保全措置 

項 目 環境保全措置 

振 

動 

工
事
の
実
施 

【建設機械の稼働】 

・低振動型建設機械の採用により、建設機械から発生する振動の低減に努める。 

・工事工程を調整し、建設機械の集中稼働を避けることにより、振動の発生抑制に努める。 

・建設機械の稼働においては、高負荷運転の抑制等の効率的な稼働を行い、振動の低減に

努める。 

・建設機械の点検・整備を行い、建設機械から発生する振動の低減に努める。 

・資材の取り扱いの指導を徹底することにより、振動の発生抑制に努める。 

 

【工事用車両の走行】 

・工事用車両の走行ルートの分散や適切な車両運行管理による工事用車両の集中化の回避

を行い、工事用車両の走行による振動の低減に努める。 

・工事用車両の走行においては、規制速度遵守の指導を徹底し、振動の低減に努める。 

施
設
の
供
用 

【路面電車の走行】 

・軌道構造においては、バラスト軌道及び樹脂固定軌道を必要に応じて採用し、路面電車

の走行より発生する振動の低減に努める。 

・高架部の鋼桁については、振動を低減させる制振材を設置し、桁の振動に起因する振動

の低減に努める。 

・車輪、車両及び軌道の整備等の保守作業を適切に実施し、振動の発生抑制に努める。 

水 

質 

工
事
の
実
施 

【切土工等又は既存の工作物の除去】 

・切土工等又は既存の工作物の除去にあたっては、必要に応じて、発生水の水質の監視を

行いながら工事を実施する。 

・切土工等又は既存の工作物の除去にあたっては、原則として、発生土は速やかに搬出し、

盛土用の搬入土は速やかに転圧を行う。 

・土砂を仮置きする場合には、降雨時における仮置き土の流出を防止するため、シート張

り等の措置を講じる。 

・掘削に伴う地下水排水については、必要に応じて、沈砂槽を設置して排水中の浮遊物質

の濃度を下水道排除基準にまで低下させた後、公共下水道へ放流する。 

土
壌
汚
染 

工
事
の
実
施 

【切土工等又は既存の工作物の除去】 

・切土工等又は既存の工作物の除去にあたっては、発生土は原則として速やかに搬出する。 

・発生土を仮置きする場合には、風による飛散や降雨時の流出を防止するため、シート張

り等の措置を講じる。 

・発生土の搬出にあたっては、運搬に伴う沿道への飛散を防止するため、搬出車両に付着

した土砂を除去し、必要に応じて荷台をシートで覆う等の措置を講じる。 

日
照
阻
害 

施
設
の
存
在 

【軌道施設（嵩上式）の存在】 

・軌道施設（嵩上式）の構造及び高さについて配慮する。 

 

 

 

電
波
障
害 

施
設
の
存
在 

【軌道施設（嵩上式）の存在】 

・軌道施設（嵩上式）の構造及び高さについて配慮する。 
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表 8-1(3) 環境保全措置 

項 目 環境保全措置 

景 

観 

施
設
の
存
在 

【軌道施設の存在】 

・基本的に既存道路上に軌道施設を設置することにより、改変面積の最小化を図る。 

・電停や電柱等の施設は、景観との調和を図ったデザインや色彩を選定する。 

 

 

廃
棄
物
等 

工
事
の
実
施 

【切土工等又は既存の工作物の除去】 

・やむを得ず処分を行う廃棄物等が発生した場合には、環境保全上の問題が生じることの

ない処分計画を策定し、その実施状況を適切に把握する。 

・廃棄物等の搬出・運搬にあたっては、必要に応じて運搬車両の荷台に飛散防止カバーの

設置等を行う。 

・廃棄物等の運搬車両が一時的に集中して走行することのないよう、計画的かつ効率的な

運行を行う。 

・工事中の事業活動により発生する一般廃棄物等について、分別及び適正処分に努める。 

温
室
効
果
ガ
ス
等 

施
設
の
供
用 

【路面電車の走行】 

・停留場等の照明は、高効率照明器具を積極的に導入する。 
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第9章 事後調査計画 

 

 9.1 事後調査項目の選定 

事後調査項目の選定結果は、表 9-1 に示すとおりである。 

 

表 9-1 事後調査項目の選定結果 

予測項目 事後調査項目の選定理由 

大気質 

建設機械の稼働 

予測手法は、科学的知見に基づく「プルーム式・パフ式」であり、

予測の不確実性は小さいと考えられる。また、採用した環境保全

措置についても効果に係る知見が十分に蓄積されていると判断で

き効果の不確実性は小さいことから事後調査は実施しないものと

する。 

－ 

工事用車両の走行 

予測手法は、科学的知見に基づく「プルーム式・パフ式」であり、

予測の不確実性は小さいと考えられる。また、採用した環境保全

措置についても効果に係る知見が十分に蓄積されていると判断で

き効果の不確実性は小さいことから事後調査は実施しないものと

する。 

－ 

切土工等又は既存

の工作物の除去 

予測手法は、科学的知見に基づくものであり、予測の不確実性は

小さいと考えられる。また、採用した環境保全措置についても効

果に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき効果の不確実性

は小さいことから事後調査は実施しないものとする。 

－ 

騒 音 

建設機械の稼働 

予測手法は、科学的知見に基づく「ASJ CN-Model2007」であり、

予測の不確実性は小さいと考えられる。また、採用した環境保全

措置についても効果に係る知見が十分に蓄積されていると判断で

き効果の不確実性は小さいことから事後調査は実施しないものと

する。 

－ 

工事用車両の走行 

予測手法は、科学的知見に基づく「ASJ RTN-Model2013」であり、

予測の不確実性は小さいと考えられる。また、採用した環境保全

措置についても効果に係る知見が十分に蓄積されていると判断で

き効果の不確実性は小さいことから事後調査は実施しないものと

する。 

－ 

路面電車の走行 

予測手法は、類似地点の測定結果を基に予測式を導き出している

が、類似地点と本計画路線との諸条件の違いから不確実性がある

と考えられるため事後調査を実施するものとする。 

○ 

振 動 

建設機械の稼働 

予測手法は、科学的知見に基づく「振動距離減衰式」であり、予

測の不確実性は小さいと考えられる。また、採用した環境保全措

置についても効果に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき

効果の不確実性は小さいことから事後調査は実施しないものとす

る。 

－ 

工事用車両の走行 

予測手法は、科学的知見に基づく「旧建設省土木研究所提案式」

であり、予測の不確実性は小さいと考えられる。また、採用した

環境保全措置についても効果に係る知見が十分に蓄積されている

と判断でき効果の不確実性は小さいことから事後調査は実施しな

いものとする。 

－ 

路面電車の走行 

予測手法は、類似地点の測定結果を基に予測式を導き出している

が、類似地点と本計画路線との諸条件の違いから不確実性がある

と考えられるため事後調査を実施するものとする。 

○ 

水 質 
切土工等又は既存

の工作物の除去 

予測手法は、科学的知見に基づくものであり、予測の不確実性は

小さいと考えられる。また、採用した環境保全措置についても効

果に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき効果の不確実性

は小さいことから事後調査は実施しないものとする。 

－ 

土壌汚染 
切土工等又は既存

の工作物の除去 

予測手法は、科学的知見に基づくものであり、予測の不確実性は

小さいと考えられる。また、採用した環境保全措置についても効

果に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき効果の不確実性

は小さいことから事後調査は実施しないものとする。 

－ 
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表 9-1(2) 事後調査項目の選定結果 

予測項目 事後調査項目の選定理由 

日照阻害 
軌道施設（嵩上式）

の存在 

予測手法は、科学的知見に基づく「日影理論計算式」であり、予

測の不確実性は小さいと考えられる。また、採用した環境保全措

置についても効果に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき

効果の不確実性は小さいことから事後調査は実施しないものとす

る。 

－ 

電波障害 
軌道施設（嵩上式）

の存在 

予測手法は、科学的知見に基づく「遮へい障害・反射障害の予測

式」であり、予測の不確実性は小さいと考えられる。また、採用

した環境保全措置についても効果に係る知見が十分に蓄積されて

いると判断でき効果の不確実性は小さいことから事後調査は実施

しないものとする。 

－ 

景 観 軌道施設の存在 

予測手法は、科学的知見に基づくものであり、予測の不確実性は

小さいと考えられる。また、採用した環境保全措置についても効

果に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき効果の不確実性

は小さいことから事後調査は実施しないものとする。 

－ 

廃棄物等 
切土工等又は既存

の工作物の除去 

予測手法は、科学的知見に基づくものであり、予測の不確実性は

小さいと考えられる。また、採用した環境保全措置についても効

果に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき効果の不確実性

は小さいことから事後調査は実施しないものとする。 

－ 

温室効果

ガス等 
路面電車の走行 

予測手法は、科学的知見に基づくものであり、予測の不確実性は

小さいと考えられる。また、採用した環境保全措置についても効

果に係る知見が十分に蓄積されていると判断でき効果の不確実性

は小さいことから事後調査は実施しないものとする。 

－ 

 

 9.2 事後調査の内容 

選定した事後調査項目の調査内容は、表 9-2 に示すとおりである。 

 

表 9-2 事後調査の内容 

調査項目 調査手法 調査地点 調査時期・頻度 

騒 

音 

道路交通騒音 

（路面電車の走行に

よ る 騒 音 を 含 む ） 

「環境騒音の表示・測定

方法」（JIS Z 8731） 

現地調査地点と同地

点の 3 地点 

（№5～7） 

供用時の路面電車

の運行状況が通常

状態となる平日の 1

回 
自動車交通量 

（断面交通量） 

マニュアルカウンター

による計測 

現地調査地点と同地

点の 3 地点 

（№5～7） 

振 

動 

道路交通振動 

（路面電車の走行に

よる振動を含む） 

「振動レベル測定方法」 

（JIS Z 8735） 

現地調査地点と同地

点の 3 地点 

（№5～7） 

供用時の路面電車

の運行状況が通常

状態となる平日の 1

回 
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第10章 環境影響の総合的な評価 

 

本事業の実施が環境に及ぼす影響について、予測及び評価の結果に基づき、評価結果の

相互関係を明らかにして検討することにより、本事業に係る総合的な評価を行った。 

 

 10.1 工事の実施の総合評価 

工事の実施の総合評価は以下に示すとおりであり、基準値等が定められているものにつ

いてはそれらとの整合が図られ、また、種々の環境保全対策を実施することにより、環境

への影響が実行可能な範囲でできる限り回避又は低減されているものと評価する。 

 

 10.1.1 大気質 

・建設機械の稼働による二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の予測結果は、全ての地点

で環境基準を満足しており、また、環境保全措置として、「排出ガス対策型建設

機械の採用」、「必要に応じた仮囲いの設置」、「建設機械の集中稼働の回避」、「建

設機械の効率的な稼働」及び「建設機械の点検・整備」を行い、大気汚染物質の

低減及び発生抑制に努める。 

・工事用車両の走行による二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の予測結果は、全ての地

点で環境基準を満足しており、また、環境保全措置として、「工事用車両の集中

化の回避」及び「アイドリングストップの励行・規制速度厳守」を行い、大気汚

染物質の低減及び発生抑制に努める。 

・事業計画地周辺では、粉じん等が飛散しにくいと考えられ、また、環境保全措置

として、「必要に応じた仮囲い等の設置」及び「工事用車両の荷台を防じんシー

トで覆う」を行い、粉じん等の発生抑制や飛散防止に努める。 

 

 10.1.2 騒 音 

・建設機械の稼働による騒音の予測結果は、「特定建設作業に伴って発生する騒音

の規制に関する基準」を下回っており、また、環境保全措置として、「低騒音型

建設機械の採用」、「必要に応じた仮囲いの設置」、「建設機械の集中稼働の回避」、

「建設機械の効率的な稼働」、「建設機械の点検・整備」及び「資材の取り扱いの

指導の徹底」を行い、騒音の低減及び発生抑制に努める。 

・工事用車両の走行による騒音の予測結果は、全ての地点で環境基準を満足してお

り、また、環境保全措置として、「工事用車両の集中化の回避」及び「アイドリ

ングストップの励行・規制速度厳守」を行い、騒音の低減及び発生抑制に努める。 
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 10.1.3 振 動 

・建設機械の稼働による振動の予測結果は、「特定建設作業に伴って発生する振動

の規制に関する基準」を下回っており、また、環境保全措置として、「低振動型

建設機械の採用」、「建設機械の集中稼働の回避」、「建設機械の効率的な稼働」、「建

設機械の点検・整備」及び「資材の取り扱いの指導の徹底」を行い、振動の低減

及び発生抑制に努める。 

・工事用車両の走行による振動の予測結果は、全ての地点で「道路交通振動の要請

限度」を下回っており、また、環境保全措置として、「工事用車両の集中化の回

避」及び「規制速度遵守」を行い、振動の低減に努める。 

 

 10.1.4 水 質 

・切土工等又は既存の工作物の除去による水質は、予測結果及び環境保全措置に示

す発生水の水質監視、発生土等の流出防止、排水時の下水道排除基準の遵守等を

実施することから、公共用水域への影響は小さいものと考えられる。 

 

 10.1.5 土壌汚染 

・切土工等又は既存の工作物の除去による土壌汚染の予測結果は、土地利用の履歴

において土壌汚染のおそれのある工場等の土地利用は認められず、土壌汚染のお

それはないものと予測され、また、環境保全措置として、「発生土の速やかな搬

出」、「仮置き土へのシート張り」、「搬出車両の付着土の除去や荷台のシート覆い」

を行い、工事に伴う土砂の周辺環境への影響の低減や発生抑制に努める。 

 

 10.1.6 廃棄物等 

・切土工等又は既存の工作物の除去による廃棄物等の予測結果は、廃棄物について

は原則として再資源化施設へ搬出し、建設発生土については事業計画地内での再

利用、他の公共工事現場への流用、再資源化施設等の活用を図ることにより、廃

棄物等の再資源化及び有効利用に努めることから、廃棄物等による周辺地域への

影響は小さいと予測され、また、環境保全措置として、「廃棄物等の処分に係る

適切な管理」、「運搬車両の荷台へ飛散防止カバーを設置」、「運搬車両の計画的か

つ効率的な運行」、「工事活動により発生する一般廃棄物等の分別及び適正処分」

を行い、廃棄物等の周辺環境への影響の低減や発生抑制に努める。 
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 10.2 施設の存在の総合評価 

施設の存在の総合評価は以下に示すとおりであり、基準値等が定められているものにつ

いてはそれらとの整合が図られ、また、種々の環境保全対策を実施することにより、環境

への影響が実行可能な範囲でできる限り回避又は低減されているものと評価する。 

 

 10.2.1 日照阻害 

・軌道施設（嵩上式）による冬至日の等時間日影線図は、3 時間線及び 5 時間線と

も道路等の範囲に収まっており、法による基準との整合も図られており、また、

環境保全措置として、「軌道施設（嵩上式）の構造及び高さへの配慮」を行う。 

 

 10.2.2 電波障害 

・軌道施設（嵩上式）の存在による地上デジタル放送の遮へい障害及び反射障害は

発生しないものと予測され、また、環境保全措置として、「軌道施設（嵩上式）

の構造及び高さへの配慮」を行う。 

 

 10.2.3 景 観 

・軌道施設の存在による地域景観の特性の変化の予測結果は、終端部の広島駅付近

を除き既存道路の路面上に軌道施設を設置する計画であり、市街地景観及び緑地

景観への影響は小さく、広島駅付近については南口広場再整備等事業と一体的に

整備されることから、本事業により地域景観を大きく損ねることはないと予測さ

れ、また、環境保全措置として、「改変面積の最小化」を行い、地域景観の特性

への影響の低減に努める。 

・軌道施設の存在による主要な眺望点からの眺望の変化の予測結果は、本事業によ

り都市景観に変化が生じるが、環境保全措置として、「改変面積の最小化」、「景

観との調和を図った施設デザイン等の選定」を行い、主要な眺望点からの眺望へ

の影響の低減に努める。 
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 10.3 施設の供用の総合評価 

施設の供用の総合評価は以下に示すとおりであり、基準値等が定められているものにつ

いてはそれらとの整合が図られ、また、種々の環境保全対策を実施することにより、環境

への影響が実行可能な範囲でできる限り回避又は低減されているものと評価する。 

 

 10.3.1 騒 音 

・路面電車の走行による騒音の予測結果は、全ての地点で環境基準を満足しており、

また、環境保全措置として、「必要に応じたバラスト軌道及び樹脂固定軌道の採

用」、「高架部の遮音壁の設置」、「制振材の設置」及び「保守作業の適切な実施」

を行い、騒音の低減及び発生抑制に努める。 

 

 10.3.2 振 動 

・路面電車の走行による振動の予測結果は、全ての地点で「環境保全上緊急を要す

る新幹線鉄道振動対策について(勧告)」に示される値を下回っており、また、環

境保全措置として、「必要に応じたバラスト軌道及び樹脂固定軌道の採用」、「制

振材の設置」及び「保守作業の適切な実施」を行い、振動の低減及び発生抑制に

努める。 

 

 10.3.3 温室効果ガス等 

・路面電車の走行による温室効果ガス等の予測結果は、供用前と比較して一日あた

りの二酸化炭素排出量が増加すると予測されるが、環境保全措置として、「高効

率照明器具の積極的な導入」を行い、増加する温室効果ガス等の低減に努める。 
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第11章 都市計画対象事業に係る許認可等・特定届出 

 

本事業に係る許認可等・特定届出は、表 11-1 に示すとおりである。 

 

表 11-1 本事業に係る許認可等・特定届出 

許認可等・特定届出の種類 許認可等・特定届出の根拠法令 
許認可等を行う者 

特定届出の受理を行う者 

軌道の特許 軌道法 国土交通大臣 

軌道の工事施行認可 軌道法 国土交通大臣 

都市計画決定 都市計画法 広島市長 

土地の形質の変更 土壌汚染対策法 広島市長 
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本書に掲載した地図は、測量法第 29 条に基づく複製承認

を得て、国土地理院発行の電子地形図 25000 を複製したもの

である。（平 28 情複、第 1009 号） 


